
平成２７年度 浜松市の市民経済計算の概要 

１ 経済の概況 

  情報通信業、専門・科学技術、業務支援サービス業等を中心とした第３次産業の

好調が目立った一方、主要産業である製造業において、特に占有率の高い輸送用機

械及び食料品部門での生産額の減少が大きく影響し、全体としての市内総生産は前

年度を下回り、経済成長率についても名目△１．９％、実質△３．３％となり、と

もに全国及び静岡県を下回る結果となった。この要因となった製造業の動きを静岡

県内の地域間で比較をしてみると製造品出荷額等が前年度を最も大きく上回った

伊豆半島地域（７．５％）に対し、最も大きく下回ったのが西部地域（△８．０％）

であった。（静岡県全体では２．３％、浜松市では△９．１％） 

２ 主要指標 

26年度 27年度 26年度 27年度

　Ⅰ　経済規模

　　１　市内総生産

　　　(1) 名目 （億円） 30,652 30,065 △5.4 △1.9

　　　(2) 実質：連鎖方式 （億円） 30,140 29,140 △7.3 △3.3

　　２　市民所得（要素費用表示） （億円） 24,377 23,623 △3.6 △3.1

　　３　市民総所得（市場価格） （億円） 32,855 31,988 △2.8 △2.6

　Ⅱ　一人当たりの所得水準等

　　１　市民一人当たり市民所得 （千円） 3,081 2,960 △3.3 △3.9

　　２　市民一人当たり市民総所得 （千円） 4,153 4,009 △2.5 △3.5

　Ⅲ　人口、就業者数及び雇用者数

　　１　総人口 （ 人 ） 791,191 797,980 △0.3 0.9

　　２　就業者数（就業地） （ 人 ） 405,857 406,130 0.1 0.1

　　３　雇用者数（常住地） （ 人 ） 332,320 334,130 0.6 0.5

実数 対前年度増加率
項目 単位

 備考：一人当たり市民所得及び市民総所得は浜松市推計人口（各年度１０月１日現在）を用いて算出 

就業者数及び雇用者数は、二重雇用者、役員等が含まれているため、国勢調査の結果とは異なる 

図１ 実質市内総生産（対前年度増加率）の推移（全国・静岡県・浜松市） 
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資料：内閣府「２０１６年度 国民経済計算」、静岡県「平成２７年度 静岡県の県民経済計算」 



表１ 経済活動別名目市内総生産（平成２７年度） 

実数 対前年度増加率 構成比 寄与度
（単位：億円） （単位：％） （単位：％） （単位：％）

　１ 農林水産業 345 3.5 1.1 0.0

　２ 鉱業 9 △0.5 0.0 △0.0

　３ 製造業 7,103 △15.3 23.6 △4.2

　４ 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 309 6.8 1.0 0.1

　５ 建設業 2,342 0.8 7.8 0.1

　６ 卸売・小売業 2,728 △0.8 9.1 △0.1

　７ 運輸・郵便業 2,639 1.5 8.8 0.1

　８ 宿泊・飲食サービス業 822 6.4 2.7 0.2

　９ 情報通信業 729 18.1 2.4 0.4

１０ 金融・保険業 1,269 5.1 4.2 0.2

１１ 不動産業 3,405 3.5 11.3 0.4

１２ 専門・科学技術、業務支援サービス業 2,197 9.9 7.3 0.6

１３ 公務 1,065 0.2 3.5 0.0

１４ 教育 668 1.9 2.2 0.0

１５ 保健衛生・社会事業 2,807 4.1 9.3 0.4

１６ その他のサービス 1,372 1.7 4.6 0.1

１７ 小計 29,807 △1.8 99.1 △1.7

１８ 輸入品に課される税・関税 496 △4.1 1.7

１９ （控除）総資本形成に係る消費税 239 16.1 0.8

２０ 市内総生産 30,065 △1.9 100.0 △1.9

△0.2

経済活動の種類

表２ 市民所得の分配（平成２７年度） 

実数 対前年度増加率 構成比 寄与度
（単位：億円） （単位：％） （単位：％） （単位：％）

　１　雇用者報酬 16,700 △2.8 70.7 △2.0

　２　財産所得（非企業部門） 1,217 5.2 5.2 0.2

　３　企業所得（企業部門の第１次所得バランス） 5,705 △5.6 24.1 △1.4

　４　市民所得（要素費用表示） 23,623 △3.1 100.0 △3.1

 （参考）市民総所得（市場価格） 31,988 △2.6 - -

項目

表３ 名目市内総生産（支出側）（平成２７年度） 

実数 対前年度増加率 構成比 寄与度
（単位：億円） （単位：％） （単位：％） （単位：％）

　１　民間最終消費支出 18,065 0.6 60.1 0.4

　２　政府最終消費支出 5,220 2.8 17.4 0.5

　３　市内総資本形成 4,523 3.5 15.0 0.5

　４　財貨・サービスの移出入（純）・ 2,258 △30.7 7.5 △3.3
　　　統計上の不突合

　５　市内総生産（支出側） 30,065 △1.9 100.0 △1.9

項目


